
36野菜情報 2017.9

１　はじめに

平成27年３月に策定された新たな「食
料・農業・農村基本計画」では、担い手の
一層の規模拡大、省力化や低コスト化を図
るため、スマート農業の実現に向けた取り
組みや次世代施設園芸拠点の整備を推進す
ることとしている。

神奈川県のような都市農業における野菜
や花きなどの施設園芸は、限られた農地を
高度に利用した土地生産性の高い経営が行
われ、地域農業を維持していく上で重要な
位置を占めている。近年、担い手の高齢化
や生産コストの上昇から生産性や収益性の
さらなる向上が求められており、それを実
現するためにＩＣＴ（Information and 
Communication Technology）の導入
が期待されている。

しかしながら、小規模経営が多く、都市
化した中では農地の流動化も鈍く、国が進

めるような施設の集約化や大規模化は困難
な状況である。

そこで、都市農業におけるＩＣＴ導入に
向け、施設トマト栽培を対象に、生産者の
意向と実需者ニーズ調査を基にした課題整
理を行い、ＩＣＴ機器、ＩＣＴの活用方法、
必要な支援策など、当県の施設園芸におけ
るＩＣＴ導入条件を検討した。

２　施設トマト栽培者の経営に関する今
後の意向と施設の状況

神奈川県における施設園芸経営体数は
2109戸、施設面積は261ヘクタールと
なっている。全国に占める割合は低いが、
野菜栽培が202ヘクタールと全体の約８
割を占め、品目ではトマトが多くなってい
る（表１）。

そこで、県内で施設トマト栽培を経営の
主部門としている生産者を対象に、施設園
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芸経営の展開方向やＩＣＴに関する調査を
行った（表２）。

調査項目は、今後の経営への意向や、光、
温度、湿度などの植物の生育に関係する環
境因子をＩＣＴを用いて統合的に制御する
統合環境制御への関心、導入意向などであ
る。

施設園芸経営の今後の意向として、「規
模縮小」と回答したものは４％と低いもの
の、「施設更新」は13％、「規模拡大」は
約11％にとどまり、「現状維持」が71％
と大きな割合を占めた。

施設の築年数別に意向をみると、回答者
の施設面積合計30.6ヘクタールのうち、
築30年以上経過している施設が約15ヘク
タールと５割を占め老朽化が進んでいる。
うち「施設更新」や「規模拡大」の意向が
ある回答者の所有する施設は約４ヘクター
ルで、25％と低い割合である（図１）。

所有施設面積規模別に施設園芸経営の今

後の意向割合をみると、「規模拡大」の回
答者は20アール以上30アール未満層が最
も低く、この層が底辺となり、30アール
以上の層では「規模拡大」の回答者割合が
増加していた（図２）。労働力の状況をみ
ると、30アール以上の層では家族以外の
労働力を導入している経営が半数を超えて
いたことから、生産者が目指している施設
面積規模が労働力を鑑みて２段階、すなわ
ち20 ～ 30アールと50アール以上にある
と推測される。家族労働を中心とした経営
は目標規模として20 ～ 30アール、雇用
労力を活用する経営は50アール以上が目
安になると思われる。

施設の統合環境制御に対して、「関心が
ある」回答者の割合は67％と高かった。
施設園芸経営の今後の意向をみると、「規
模拡大」の回答者は「関心がある」が
100％、「施設更新」では88％と高く、「現
状維持」の回答者でも58％と半数を上

表１　神奈川県の施設園芸（野菜）の概要
（単位：経営体、ヘクタール）

項　　目 経営体数 面　　積

施設園芸に利用した施設のある
経営体数、施設面積

全　国 174,729 38,254
神奈川県 2,109 261

　うち野菜 1,606 202

販売目的で栽培した施設野菜のある
経営体数、栽培面積

　トマト 633（39%） 66（33%）
　きゅうり 407（25%） 39（19%）

　いちご 161（10%） 21（10%）
資料：2015年農林業センサス
　注：販売目的で栽培した施設野菜のある経営体数、栽培面積は、主要な作目のみ。（　）内は野菜に利用した施設に占める割合。

表２　生産者に対する意向調査の概要
調査対象 神奈川県内の施設トマト栽培者
実施時期 平成 28 年 9 ～ 11 月
調査方法 留め置きによる質問紙法 ( 一部、聞き取りによる補足調査を実施）
調査内容 今後の施設園芸経営の意向、統合環境制御の利用に関する意向

有効回答数 131（配布数 305、回収数 155）
1 年間にトマト作付け実績のないものを除いた 131 を分析対象とした
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回っていた（表３）。統合環境制御の導入
は、規模拡大などを目指す生産者に加え、
施設面積や設備は現状維持の生産者も対象

であり、「関心がある」回答者の所有施設
面積の55％を占めた。

表３　施設園芸経営の今後の意向別統合環境制御への関心割合
（n=118）

施設園芸経営の
今後の意向 回答者数 関心のある

回答者数
回答者の
割合（％）

所有施設
面積（ha）

合計に占め
る割合（％）

規 模 拡 大 14 14 100 4.5 22 
施 設 更 新 17 15 88 4.0 20 
現 状 維 持 79 46 58 11.1 55 
規 模 縮 小 4 1 25 0.1 1 
その他（作物転換・不明等） 4 3 75 0.5 3 

合計 118 79 67 20.4 100 
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3　普及がみられるＩＣＴ機器と価格

環境モニタリング機器は、近年導入が進
み始めており、生産者意向調査（前述、表
２）では８％の生産者が導入していると回
答があり、機器の価格は10万円台から30
万円台となっている（写真１）。

二酸化炭素発生装置は、灯油燃焼式が普
及している（写真２）。機器の導入経費は
10アール当たりで40万～ 50万円台で
あった。なお、二酸化炭素の施用にあたっ
ては、導入経費に加え、運転に係る経費の
検討が重要であるが、施設、目標濃度、施
用期間などにより異なるので、本稿では検
討していない。

統合環境制御装置は、生産者意向調査で
は９％の生産者が導入しているが、補足で
行った聞き取り調査では、装置を換気管理
のみに使用している事例が複数みられた

（写真３）。機器の価格は、機能の差により
30万円台から120万円台と幅が広かった。

機器の価格評価のため、表４に当県の施
設トマトの主要な作型である促成トマト栽
培の経済性を示した。施設面積30アール

（10アールを３棟所有）、労働力は家族労
働のみの経営を前提に試算した。前述のと
おり、施設１棟当たりの面積は10アール
程度であり、多くのＩＣＴ機器が１棟に１
台導入する必要があるため、10アール当
たりの数値としている。標準的な収量は
10アール当たり12トンで、農業所得は
48万6000円である。収穫時期はそのま
まで収量が５％増加したとすると、粗収益
は16万8000円増加し、収穫量の増加に
伴い発生する肥料費などの物財費や出荷経
費、収穫時期の雇用費などを差し引くと、
農業所得は11万7000円増加する。同じ

ように、収量の30％増加で70万4000円
所得が増加すると試算された。

導入経費は機器の減価償却期間内に回収
する考えに基づくと、機器類の多くが減価
償却期間７年のため、年間の所得増加額の
７倍を、導入経費および７年間の運転経費
の合計が下回っていることが必要である。
つまり機器導入経費は、収量が５％増加す
る場合は10アール当たり81万9000円
以下、収量が30％増加する場合は10アー
ル当たり492万8000円以下が目安と試算
される。

写真１　環境モニタリング機器

写真３　統合環境制御装置

写真２　二酸化炭素発生装置写真２ 二酸化炭素発生装置

 

写真３ 統合環境制御機器 

写真１ 環境モニタリング機器 
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４　ＩＣＴの活用方法

（１）生産者がＩＣＴ導入に期待すること
表２の生産者に対する意向調査では、Ｉ

ＣＴ導入により実現したいこと（選択肢よ
り３つ以内複数回答）は、「病害の発生を
減らしたい」がもっとも多く67％の生産
者が選択しており、「収量を増やしたい」
62％、「品質を向上したい」61％と続いた。
ＩＣＴ導入に対し、病害発生低減を期待す
る生産者が多いことから、病害リスク低減
への活用方法を示す必要がある。

また、ＩＣＴ導入により実現したい事項
を所有施設面積別に整理すると、「収量を
増やしたい」、「収穫時期・量を予測した
い」、「栽培環境を数値で把握したい」は面
積が大きいほど、「品質を上げたい」、「品
質を一定に保ちたい」、「暖房費の節減」は
面積が小さいほど割合が高い傾向がみられ
た（図３）。

さらに、同様の事項を主な出荷先別（市
場出荷と直売）で比較すると、市場出荷は

「収量を増やしたい」、「病害の発生を減ら
したい」の割合が、直売は「品質を上げた
い」の割合がそれぞれ高く、市場出荷は収
量、直売は品質を重視する傾向がみられた

（図４）。

（２）実需者の当県産トマトに対するニー
ズから考えるＩＣＴ活用方法

ＩＣＴの活用により、今まで応えられな
かった実需者ニーズに対応した所得向上策
を検討する視点から実需者ニーズ調査を
行った。

まず、当県産トマトを取り扱う量販店４
店の青果担当バイヤーへの聞き取り調査を
実施した（表５）。

トマトの品質について、もっとも多く指
摘があったのは、バラツキの軽減など、品
質の安定化であった（Ｂ、Ｃ、Ｄ社）。ま

表４　促成トマト（播種10月上旬、収穫3月中旬～6月下旬）の経済性試算
（10アール当たり）

項　目 単位 標　準
収量 5％増 収量 30％増

実数 増減 実数 増減
Ａ 粗収益 万円 336.6 353.4 16.8 437.6 101.0 
　販売量 kg 12,000 12,600 600 15,600 3,600 
　平均単価 円 /kg 280 280 　　- 280 　　　-
Ｂ 経営費合計 万円 288.0 290.6 2.6 303.6 15.6 
　 物財費 万円 54.2 54.5 0.3 56.0 1.8 
　 光熱水費 万円 64.8 64.8 0 64.8 0 
　 施設費 万円 120.6 120.6 0 120.6 0 
　 出荷経費 万円 46.9 49.2 2.3 60.7 13.8 
　その他経費　 万円 1.6 1.6 0 1.6 0 
Ｃ 増加労働時間労賃換算 万円 　- 2.5 　　- 14.9 　　　-
　 所要労働時間 時間 1,090 1,117 27 1,251 161 
農業所得（A-B-C） 万円 48.6 60.3 11.7 119.0 70.4 
機器類導入経費の目安 　- 81.9 万円以下 492.8 万円以下

資料：神奈川県農業技術センター「作物別・作型別経済性指標一覧」を元に試算
条件：経費は、収穫量の増加割合に伴い、肥料費（物財費）、出荷経費（出荷場までのトラック燃料代を除く）が増加するとした。
　　　�労働時間は、摘芽、摘果、花びら取り、収穫、選別、箱詰めにかかる時間が増加するとし、増加時間分は雇用労働として労賃（930円/

時間）を算出した。
　　　機器類導入経費の目安は、年間の所得増加額の７倍以下とした。
　注：10アール当たりの試算。表の数値については、四捨五入などの関係で合計と内訳などの数字が一致しないことがある。
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た複数店共通の意見として、果実の大きさ
は、Ａ社はＭサイズ、Ｂ社はＭＬサイズと
中程度が販売しやすい、外観品質として色
を重視している（Ａ、Ｃ社）、糖度の目標
は６度（Ａ、Ｃ社）などがあった。

さらに、出荷時期については、５月から
６月にかけ出荷過剰気味（Ａ、Ｂ、Ｃ社）
であること、長期安定出荷を望む意見（Ａ、
Ｄ社）があった。実際に生産現場では、夏
期の高温による生育障害、病害のリスク回

避、暖房費の負担軽減などを優先して、栽
培しやすい作型へ移行している。横浜中央
卸売市場での当県産トマト取扱量のピーク
は５月から６月で市場全体のピークとも一
致している。

次に、量販店で当県産野菜の試食販売な
どの販促活動を行う野菜ソムリエを対象と
したグループインタビューを表６に示した
方法で実施した。

販売しやすいトマトの要因について、発

図3 所有施設面積規模別ＩＣＴ導入により実現したい事項の選択割合 
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図4 出荷先別ＩＣＴ導入により実現したい事項の割合  

図３　所有施設面積規模別ＩＣＴ導入により実現したい事項の選択割合

図４　出荷先別ＩＣＴ導入により実現したい事項の割合
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言記録から出現回数の多い語句を需要アイ
テムとして整理しカテゴリー化した（表
７）。外観は購入の判断基準として重要で
あり、大きすぎず、果色が良いもの、食味
は甘く、皮が軟らかく、味が一定している、
時期については年間を通してあるもの、栽
培者の名前がブランドとして確立されてい
るもの、が販売しやすいトマトの要因とし

て抽出された。
以上、トマトに対する実需者ニーズ調査

として、青果の仕入れに携わるバイヤーと
店頭で消費者と会話し行動を観察する野菜
ソムリエの結果を示したが、品質、時期に
ついてトマトに求められる内容は一致して
いた。

表５　量販店青果バイヤーに対するトマトのニーズ聞き取り調査対象の概要
項　目 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社

特　　徴 神奈川県を主な商圏とす
る地域密着型の量販店

神奈川県を主要な商
圏とする生協

地場野菜コーナーを常
設している量販店

産直に積極的に取り組
む量販店

神奈川県産トマトの
取り扱い状況

出荷最盛期（４～６月）
の大玉トマトの９割以上
を占める

出荷最盛期（５～７
月）の大玉トマトの
約９割を占める

地場産コーナーで販売 低価格志向の消費者に
対応する商品として販
売

表６　野菜ソムリエに対するグループインタビューの概要
調査対象 量販店で当県産野菜の試食販売などの販促活動を行う野菜ソムリエ　５名
実施時期 平成 29 年 1 月
調査方法 グループインタビュー形式

調査内容
・神奈川県産トマトに対する消費者の反応、意見
・トマトサンプルを見て、色、形、大きさなど外観品質への意見
・トマト試食による食味に対する意見

表７　グループインタビューから抽出された販売しやすいトマトの要因
カテゴリー 重要アイテム 発 言 記 録

外　観

大きすぎない
確かに大きめの物よりも、この位（Ｍ玉を手にとって）の物の方がよく売れるね。
店頭に出す時はこのくらい（Ｍ玉を手に取って）のが良くて、大きいのだとね。
大きすぎない程度の方が売れる。

色 「赤の方がリコピン多いわよね」というイメージがある。赤色はのってた方が良い。

基準 スターマーク（実の先端に見られる放射線状の白い筋）も気にする人はいますね。
葉っぱのハネ具合とか、新鮮さとか。

選ぶ トマトは選びたい人が多い。バラはよく見られてます。全て見る感じで。
チェックしますね。裏返さないと見えない所もね。

食　味

甘い 「どれが一番甘い？」と聞かれる。「甘いのはどれ？」と聞く若い人。
「皮が軟らかくて甘いトマトはないの？」と聞くお客様がいる。

軟らかい お客さんは甘くて軟らかいのが良いとなるので。
「甘いのもいいけど皮が硬いのがいや」という人が多くて。

ハズレがない
「おいしい」というより、お客様いわく「ハズレがない」と言われます。
同じ生産者でも「今日はそんなにおいしくない」もあるから、

「個体差はあるんですけど」という言い訳はする。

時　期 いつもある
あって当たり前みたいな方が結構いられる。お客さんは年間あってあたりまえと思ってます。
トマトは冷蔵庫の中にいつもあるとお客様が言うよね。
常備野菜っぽく毎日摂取できるアイテムとして。

ブランド 生産者の名前

「○○さんのとっておいて」という人はいる。「この人のトマト」という人、いる。
１回好きだと思うと、それに何か目印をつけるとなると、生産者の名になる。
１回食べておいしいと、その人のをずっと買う。
品種が書いてあっても生産者によって味が全然違うから、そこをわかっているお客さんも多いので。
品種名は聞かれないが、生産者の名前は聞かれる。
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参考になるモニタリング項目では、両経
営ともに二酸化炭素濃度、画像、地温を挙
げており、Ｂ経営ではさらに土壌水分を挙
げている。これらを挙げた理由として

「思っていた以上の変動」、「感覚ではわか
らない数値の確認」、「感覚と異なる数値の
把握」を挙げており、モニタリングは感覚

と実際の違いの気づきが大切な要素と考え
られる（写真４）。試験導入による変化は、
Ａ経営は現在の技術の数値での確認にとど
まったが、Ｂ経営ではかん水方法を変える
などのデータに基づいた実践的な取り組み
につなげるとともに、遠隔での圃

ほ

場
じょう

確認に
よるリスク管理を評価している（写真５）。

実需者ニーズは、品質の向上、安定化、
出荷時期の拡大にあり、その目的を達成す
るＩＣＴの活用が必要である。

５　支援策の検討

ＩＣＴ導入に向け、行政や関係機関が行
う支援策を検討するため、施設の統合環境
制御などのＩＣＴにやや関心はあるもの

の、積極的に導入は考えていない施設トマ
ト栽培経営２戸（Ａ経営：施設面積51アー
ル、経営主50代、Ｂ経営：施設面積23アー
ル、経営主30代）に環境モニタリング機
器（モニタリング項目：温度、湿度、培地
温度、二酸化炭素濃度、土壌水分、日射量、
画像）を試験導入し、導入前後の意識の変
化などを調査した（表８）。

表８　環境モニタリング機器を導入した感想
項　目 A 経 営 B 経 営

参考になる
モニタリング
項目、機能

【二酸化炭素濃度】思っていたより変動し
ていて不足が確認できた。

【画像】植物の状態を時系列で確認できる。
【地温】感覚と異なっていた。

【二酸化炭素濃度】感覚ではわからないものが数値で確認
できる。

【画像】遠隔で圃場の確認ができる。
【地温】感覚と異なっていた。
【土壌水分】かん水の目安になる。

試験導入によ
る変化

・�栽培方法は変えていない。
・�現時点での技術を数値で確認している。

・�地温が低下するので冬期の灌水は控えていたが、大幅に
下がらないことがわかった。これにより植物が必要と感
じる時に灌水でき、生育が良くなった。

・�外出時など畑の状態を確認することができ、安心。
　�（育苗時の外出中に画像で異変を察知し、急きょ帰宅し

事なきを得た。）

今後の取り組
みについて

・二酸化炭素の施用。
・ハイワイヤー化を検討したい。

・�二酸化炭素の施用。
・�部会で導入し、環境データの比較 ､ 勉強会をしたい ｡
　�（部会内の篤農家データから勉強し全体の向上を目指し

たい）

価格について
・�モニタリングだけでは所得につながらな

いため、本体価格が 10 万円以下であれ
ば購入を検討する。

・本体価格は妥当。
・�使用料は栽培のない時期も払わなくてはいけないのが残

念。

ICT 導入にあ
たり支援して
ほしいこと

・�機器導入費用への補助。
・�都市近郊産地でなんとなく売れてしまう

ので危機感が少ない。全国的な動きなど
情報提供をしてほしい。

・機器導入費用への補助。
・土壌水分など環境測定項目ごとの指標値の提示。
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試験導入前はＩＣＴ導入に積極的ではな
かった両経営であるが、今後の取り組みで
は、二酸化炭素施用の実施や環境データに
基づいた勉強会の実施など意識変化がみら
れる。機器の価格は、Ａ経営は10万円を
切れば購入を検討するが、Ｂ経営は本体価
格約13万円については妥当だとしつつも、
使用しない期間も月額使用料約2000円が
かかることについて不満があった。ＩＣＴ
導入について望む支援として、両経営とも
機器導入費用の補助を挙げており、さらに
Ａ経営は積極的な活用に向けて導入前の情
報提供を、Ｂ経営は環境測定項目ごとの管
理目標値の提示と測定したデータの活用方
法を要望していた。

以上の結果をもとに、支援策について図
５に整理した。左にE.M.ロジャーズの示
したイノベーション決定過程を、右にそれ
に対応する支援策を示す。イノベーション
決定過程とは、「個人が、イノベーション
についての最初の知識を得てからイノベー
ションに対する態度を形成し、採用もしく

は拒否の決定を行い、新しいアイデアを実
行し、そして、その決定を確信するまでの
心的過程」（注）である。この過程を進める
ために必要な情報と照らし合わせ、ＩＣＴ
導入に向けた支援策を整理した。 

まず、知識段階は、Ａ経営の意見にある
ＩＣＴそのものの周知が必要である。前述
の生産者意向調査において統合環境制御に
関心がない生産者は約３割であるが、これ
は関心を抱くに至る情報が不足している可
能性がある。

次に、態度段階の生産者には、ＩＣＴ導
入による変化、効果のほか、今までの知識、
経験の活用の可能性について情報が必要で
あり、導入経費やランニングコスト、導入
による効果など経済性や現状からの違いを
経営モデルで示す必要がある。

続く決定段階では、導入に当たっての不
安を軽減する必要がある。今回試験導入で
の意識、行動変化から、展示圃の設置は有
効な支援である。また、両経営から要望が
あった、機器導入経費への補助も不安を低

写真４　�モニタリング機器で測定したデー
タをスマートフォンで確認

写真５　�カメラで定点観測を行い画像を保
存

写真4 モニタリング機器で測定したデータをスマートフォンで確認 
A経営「二酸化炭素濃度が思っていたより変動していた。不足が確認できた。」 

写真５ カメラで定点観測をおこない画像を保存 
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６　まとめ

意向調査の結果から、神奈川県では国が
進めるような大規模タイプに加え、施設面
積20 ～ 30アール規模の既存施設におい
て、生産性や収益性の向上を実現するＩＣ
Ｔの需要が明らかとなった。

当県におけるＩＣＴ導入条件として、Ｉ
ＣＴ機器、ＩＣＴの活用方法、導入に必要
な支援策の３点について整理する。

まず、ＩＣＴ機器であるが、当県では１
経営体の所有する施設１棟当たりの面積は

10アール程度と小規模なため、大規模経
営においても設備投資のスケールメリット
が得られにくい。よって、機器の低コスト
化、もしくは複数棟を１台で制御する機器
など、分散型施設経営においてスケールメ
リットが得られる機器が必要である。

次に、活用方法であるが、経営目標別に
示す必要がある。

施設経営規模や出荷先などにより、生産
者がＩＣＴ導入に期待する事項は異なって
いた。ＩＣＴ活用の効果で多く取り上げら
れる「収量の増加」は、小規模経営では実

減する有効な支援である。このような声を
受け、ＪＡグループ神奈川では平成29年
４月から「かながわスマート農業応援事
業」を実施し、環境モニタリング装置や環
境制御装置、統合環境制御システム購入費
用の半額助成を行いＩＣＴ導入を支援して
いる。

そして最後の実行段階では、具体的な導
入、使用、栽培管理への活用方法について
の情報で、Ｂ経営から要望のあった栽培管
理の指標値とその活用方法の提示が支援策
として必要である。

注：引用文献（１）

知 識 
• 新技術の存在、概要。 

態 度 

• 新技術を取り入れた場合どう
いう結果になるのか。  

• 有利性、両立性。 

決 定 

• 導入効果の不確定性を低減、
解消する事象。 

実 行 
• どこで手に入るのか、どうやって
使うのかなど、具体的な方法。 

• 環境制御技術、ICT機器

などの周知 

• 経済性や現状からの違い

など、経営モデルの提示 

• 現地実証圃の設置 

• 機器導入補助 

• 技術支援管理の目安と
なる指標値 

• 総合的な栽培マニュアル 

行政・関係機関などの支援策 イノベーション決定過程別の必要な情報の種類 
 

 

図５　新技術が導入される過程別の支援策

資料：E.M.ロジャーズ「イノベーション普及学」より作成
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現を目指す割合は低い傾向だった。これ
は、家族労働を中心とした経営は、収量の
増加に伴う収穫調製作業の労力を確保する
ことが難しいためと推測される。また、直
売を主な販売先とする生産者は、品質の向
上や安定に関して期待する割合が高い傾向
があった。

一方、収量の増加を期待する市場出荷者
も、出荷先である実需者からは現在の作型
の出荷ピーク時における出荷量増加は望ま
れておらず、出荷時期の分散や新たな販売
先の開拓が必要となる。

これらのことから、既存施設を活用した
家族労働を中心とした経営では、限られた
面積、労働を活用し所得を向上させるため
の「品質向上」や「経費削減」を目的とし
た技術を、規模の大きい雇用労働を活用し
た経営では投資や雇用労賃を回収する「収
量増」と「管理作業の省力化」、販路拡大
につながる「作型拡大」と収穫予測に対応
するＩＣＴの活用方法の提示が必要であ
る。

また市場出荷では、所得向上を目指し、
実需者から求められる「品質の安定」と高
単価を確保できる「作型変更・拡大」を考
慮した｢収量増加｣の実現、直売では、「品

質の向上と安定」、「作型の拡大」などを実
現するＩＣＴの活用方法の提示が必要であ
る。

最後に、支援策については、生産者の意
識段階に合わせた支援が求められる。ま
ず、生産者がＩＣＴ導入の可否を判断でき
る経営モデルなど情報の提供が第一段階、
次に、導入への不安を軽減させる展示圃の
設置、この段階では機器導入経費への補助
も有効な支援と思われる。そして、導入に
当たっては、管理の目安となる指標値や環
境制御下の栽培マニュアル提供などが必要
である。

以上、ＩＣＴ機器、ＩＣＴの活用方法、
必要な支援策について当県におけるＩＣＴ
導入条件を整理した。今後は、ＩＣＴが生
産者の目標としている経営を実現する有効
なツールとして導入、普及されるよう具体
的な支援に取り組みたい。

なお、今回報告した「施設園芸にお
けるＩＣＴ導入条件の解明」の詳細な
調査結果については、農畜産業振興機構の
ホームページ（https://www.alic.go.jp/
content/000140868.pdf）に掲載して
あるので、ご参照願いたい。

引用文献
（１）E.M.ロジャーズ著、青池愼一・宇野善康監訳「イノベーション普及学」p237




